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センター長 福祉社会デザイン研究科・教授 森 田　 明 美
副センター長 福祉社会デザイン研究科・教授 金 子　 光 一
高齢ユニット
福祉社会デザイン研究科・准教授 加 山　　　 弾 ユニット長
福祉社会デザイン研究科・教授 伊 奈 川　 秀 和 研究員
福祉社会デザイン研究科・教授 秋 元　 美 世 研究員（理論・歴史グループ兼務）
福祉社会デザイン研究科・教授 稲 沢　 公 一 研究員（理論・歴史グループ兼務）
福祉社会デザイン研究科・准教授 山 本　 美 香 研究員
社会学部・准教授 荻 野　 剛 史 研究員
社会学部・助教 門　　 美 由 紀 研究員（理論・歴史グループ兼務）
東京都立大学名誉教授 小 林　 良 二 客員研究員
武蔵野大学人間科学部・教授 熊 田　 博 喜 客員研究員
東北文化学園大学保健医療学科・准教授 野 﨑　 瑞 樹 客員研究員
株式会社ウエルビーング２１ 山 田　 理 恵 子 客員研究員
釜山福祉開発院・研究員 趙　　 美 貞 客員研究員
文京区社会福祉協議会・職員 浦 田　　 愛 客員研究員
金沢大学・助教 尹　　 一 喜 客員研究員
東洋大学大学院・博士後期課程 劉　　 鵬 瑶 リサーチアシスタント
東洋大学大学院・博士後期課程 上 西　 一 貴 リサーチアシスタント（障害ユニットRA兼任）
障害ユニット
福祉社会デザイン研究科・教授 高 山　 直 樹 ユニット長
福祉社会デザイン研究科・教授 志 村　 健 一 研究員
社会学部・助教 小 泉　 隆 文 研究員
筑波大学人間系障害科学域・助教 大 村　 美 保 客員研究員
田園調布学園大学・専任講師 望 月　 隆 之 客員研究員
特定非営利活動法人スペシャル
オリンピックス日本・福岡　事務局長
渡 邊　 浩 美 客員研究員
独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援
機構障害者職業総合センター研究部門・研究員
榎 本　 容 子 客員研究員
東洋大学・非常勤講師 丸 山　　　 晃 客員研究員
木 口　 恵 美 子 研究支援者





福祉社会デザイン研究科・教授 森 田　 明 美 ユニット長
福祉社会デザイン研究科・教授 金 子　 光 一 研究員（理論・歴史グループ兼務）
社会学部・助教 林　　　 大 介 研究員
ライフデザイン学部・准教授 内 田　 塔 子 研究員
横浜国立大学大学院国際社会科学研究科・准教授 相 馬　 直 子 客員研究員
植草学園大学発達教育学部発達教育学科・准教授 宮 下　 裕 一 客員研究員
大妻女子大学家政学部児童学科・准教授 加 藤　 悦 雄 客員研究員
旭川大学短期大学部幼児教育学科・准教授 清 水　 冬 樹 客員研究員
日本大学文理学部・准教授 後 藤　 広 史 客員研究員
江戸川大学総合福祉専門学校社会福祉士養成科・主任 小 林　 恵 一 客員研究員
横浜市・職員 久 保 田　　 純 客員研究員
新潟県立大学人間生活学部・准教授 植 木　 信 一 客員研究員
植草学園大学発達教育学部・准教授 小 川　　　 晶 客員研究員
聖徳大学短期大学部保育学科・講師 我 謝　 美 左 子 客員研究員
東洋大学大学院・博士後期課程 麗 　 麗 リサーチアシスタント
理論・歴史グループ
福祉社会デザイン研究科・教授 秋 元　 美 世 グループリーダー
福祉社会デザイン研究科・教授 金 子　 光 一 研究員
福祉社会デザイン研究科・教授 稲 沢　 公 一 研究員
社会学部・助教 門　　 美 由 紀 研究員
上智社会福祉専門学校・専任教員 寺 田　　　 誠 客員研究員
東洋大学大学院・博士後期課程 越 前　 聡 美 リサーチアシスタント（事務局兼務）
事務局
福祉社会デザイン研究科・教授 金 子　 光 一 副センター長（事務局長）

















































































































第1回：2017年 5 月 8 日（月）17:00 ～ 18:00




第1回：2017年 4 月 8 日（土）10:30 ～ 14:00
第2回：2017年 6 月11日（日）13:00 ～ 15:30
















































































































































































（Wells Fargo & Co.）は、ゴールド・ラッシュを契機に設立され、アメリカン・エキスプレスの創設に
よる輸送業や金融業で成長した。当時、金の採掘のために各地から集まった坑夫の搾取や不衛生等の問
題について歴史的資料から学んだ。










































































































































































































































































































































































　　（１） Mr. Reshmi Raj Pandey（レシュミ・ラージ・パンデイ）連邦問題・地方開発省次官補（Joint Secretary）「子
どもにやさしい地方行政」担当
　　（２） Mr. Gauri Pradhan（ガウリ・プラダーン）ＣＷＩＮ（Child Workers in Nepal）創設者
　　（３）宮城県における子ども支援の取り組み
　　　　　志賀慎治（宮城県保健福祉部子育て支援課課長）
　　　　　平野幹雄（東北文化学園大学教授）　　　
　　（４）日本における子どもに優しいまちづくりの取り組み
　　　　　内田塔子（子どもユニット研究員／東洋大学准教授）
　　（５）日本の子どもにやさしいまちづくりにおける市民社会と之連携･協働
　　　　　西野博之（川崎市子ども夢パーク所長）
コーディネ－ター： 森田明美（東洋大学社会学部教授）、荒牧重人（山梨学院大学法科大学院長）内田塔子（前掲）
共催：東洋大学福祉社会開発研究センター、子どもの権利条約総合研究所
成果： 子どもの参加の具体化のためには、日常的な取り組みが重要であること、学校教育の場で子どもが権利の主
体として集団形成されていること、そして、社会の市民として子どもをきちんと位置つけて育てていくこと
の重要さをネパールの報告から学ぶことができた。
6．子どもの権利条約の実施に関する取り組み
事業実施日：2017年9月7日（土）13時00分～ 18時
実施場所：早稲田大学戸山キャンパス文学部33号館10会議室
参加者：子ども支援者、研究者、子どもユニット関係者
成　果： 子どもの権利条約に関する日本報告書が6月に国連子どもの権利委員会へ提出され、その内容について、
共有し、子どもユニットして、今後のＮＧＯレポートの作成にかかわること、東日本大震災や福祉問
題について担当してレポートを書くことを決めた。
事業実施日：2017年10月7日（土）17時00分～ 19時
実施場所：東洋大学
122 123
【資料】活動報告
参加者：子ども支援者、研究者、子どもユニット関係者
成　果： 子どもの権利条約に関する日本報告書へのＮＧＯレポート提出にかかわることを希望する団体が集ま
り、役割分担と主張内容を共有した。子どもユニットして、東日本大震災や福祉問題のレポートを提
出した。
事業実施日　2017年12月15日（金）1時00分～ 16時
実施場所：東洋大学
参加者：子ども支援者、研究者、子どもユニット関係者
成　果： 国連子どもの権利委員会へ提出した内容について共有し、追加情報として英文で提出する詳細な内容
を共有した。子どもユニットしてかかわる、東日本大震災では、追加情報を提出した。また、1月に
開催予定の日本報告の事前審査に森田を派遣することが承認された。
事業実施日：2018年2月国連・子どもの権利委員会、第79会期、会期前作業部会（2018年2月5日～ 9日）
実施場所：ジュネーブ国連本部
参加者：森田明美
成　果： 国連子どもの権利委員会が9月に実施する日本政府報告第4・5回審査に向けた事前審査に参加し、日
本の子どもの権利の具体化でとりわけかけている東日本大震災の報告について提言することができた。
7．広報
（1）テレビ放送への出演協力
放送日：2017年6月26日（月）21時からＢＳ１１放送
参加者：森田明美子どもユニットリーダー
成　果： ひとり親の子育てについて、50分番組の討論に専門家として、当事者団体の主催者と一緒に参加して、
コメントをした。
（2）NHKニュースでの放送
放送日：8月5日（土）18時45分から3分間ＮＨＫニュースで放送。
　　　　 当日の子ども参加の様子を小野寺さんのプレゼン、山田町の高校生のコメント、そして森田センター
長のコメントが放送された。
（3）新聞報道
掲載日：2017年9月11日（月）読売プレミアム「ニュース考；高校生カフェと被災地支援の６年余」
成　果： 震災から年数を経ることによって、子どもたちがどのように育っていくのかということを8月の意見
交換会に参加した記者が啓発記事として子ども参加の活動の価値を高く評価してくれた記事。厚生労
働省担当課長のコメントも掲載された。
124
東洋大学／福祉社会開発研究　10号（2018年3月）
掲載日：2017年12月5日（火）、12月7日（木）、12月8日（金）、12月10日（日）、12月12日（火）
成　果： 大学公開講座の情報ネットワーク小学館　＂まなナビ＂において、「森田明美東洋大学教授の語る「子
どもの貧困」（5回連載）」掲載された。携帯は贅沢か？「子どもの貧困」問題はなぜ炎上する？というテー
マについて、「子どもの貧困」と聞いて何をイメージするだろうか―。飢餓に苦しむアフリカの子ど
もたちか、それとも児童労働に駆り出される発展途上国の子どもたちだろうか、と問いかけつつ、今、
日本にある「子どもの貧困」がイメージしにくいどころか、見えにくくなっている現状について的確
に解説している。
掲載日：2017年12月16日（土）朝日新聞夕刊
成　果： 「内密出産」を慈恵病院が検討していることに対して、専門家として母子の命を守る一助にはなるが、
こうしたことを防ぐために地域の子育て支援施策を整備することがより重要であることを森田セン
ター長がコメントした。
掲載日：2017年12月20日（水）
成　果： ＮＨＫwebニュースで、予期しない妊娠をした場合でも出産を支える地域支援の仕組みづくりの重要
性を森田センター長の語りで構成されて、公開された。
理論・歴史グループ
【研究会】
１）日　時：2017年6月19日（月）11：30 ～ 13：00
　　場　所：東洋大学白山キャンパス　福祉社会開発研究センター
　　参加者：理論・歴史グループ関係者
　　成　果： 理論・歴史グループ長の秋元美世研究員を中心に、見守りにおける「つながる」「つながらない」という
関係性の問題について議論した。人々は市民生活、住民生活、私生活というように生活の多面性があり、
それぞれの生活が重なったり移行したりする。私的領域で対応できなくなった問題を公的領域の問題へ
と転換するという流れは単純な問題ではなく、「見守り」と関連させると、いわゆる「社会化」の問題と
して一括りにできないような難しさがあることが明らかにになった。
２）日　時：2017年7月24日（月）10：45 ～ 13：00
　　場　所：東洋大学白山キャンパス　福祉社会開発研究センター
　　参加者：理論・歴史グループ関係者
　　成　果： 稲沢公一研究員に「相模原障害者殺傷事件から見えるもの―二つの原理による不均衡―」という題でご
報告頂き、金子光一研究員には「『つなぐ』関係からみた日本の社会構造 ―社会福祉史の視点から―」と
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いう題でご報告頂いた。さらには伊奈川秀和研究員に「Social」という題でご報告頂いた。それぞれの立
場から、社会福祉が抱える構造の問題について指摘がなされ、出版に向けた意見交換を実施した。
【公開研究会】
１）日　時：2017年11月9日（木）18：30 ～ 19：30
　　場　所：東洋大学白山キャンパス　8202教室
　　参加者：理論・歴史グループ関係者、センター関係者、大学院生
　　成　果： 秋元美世理論・歴史グループ長に「つながりによる援助の利用可能性について」という題でご報告頂い
た。「つながり」について考えるようとする時、つながりの属性をめぐる問題、つながりの強度をめぐる
問題というように、これら2つのことを踏まえる必要があることが強調された。例えば、近隣のつながりは、
家族のつながりよりは薄いだろうという事もあるように、“つながり”を論じるにあたっては、その強度
についても考えなくてはならない。このつながりにかかわる強度の問題について有用な視点を提供して
くれているグラノヴェダーの「弱い紐帯の強さ」に関する議論を踏まえ、つながりによる援助の利用可
能性について考察した。
【視察】
１）日　時：2018年3月13日（火）・14日（水）
　　場　所：岡山県総社市
　　参加者：理論・歴史グループ関係者、センター関係者
　　成　果： 総社市の関係者に対して、これまでの当センターの研究成果を報告する報告会を実施した。権利擁護に
関わる活動を先駆的に担ってきた現場の方々とこれからの地域社会のあり方について検討することが出
来た。
【出版】
福祉社会開発研究センター出版本の理論歴史グループの執筆者：
　　秋元美世「つながりによる援助の利用可能性について」
　　金子光一「「つなぐ」関係からみた日本の社会構造」
　　稲沢公一「相模原障害者殺傷事件から見えること」
　　門 美由紀（荻野剛史共著）「外国にルーツをもつ高齢者が日常生活で抱える困難と支援」
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東洋大学福祉社会開発研究センター編集委員会規定
2015年4月1日施行
（目的）
第1条　東洋大学福祉社会開発研究センター（以下「センター」という）は、研究の成果を研究活動や福祉実践の場
に発信し、地域の支援ネットワークや福祉制度・政策の形成に寄与することを目的として発行する東洋大学福
祉社会開発研究センター紀要「福祉社会開発研究」（以下「紀要」という）に関する業務を円滑に運営するため、
東洋大学福祉社会開発研究センター「管理運営要綱」に基づく東洋大学福祉社会開発研究センター運営委員会
（以下「運営委員会」という）の下に、東洋大学福祉社会開発研究センター編集委員会（以下「本委員会」という）
を設置する。
（委員会の業務）
第２条　本委員会は、前条の目的を達成するため、次の事項を審議し決定する他、必要な業務を行う。
　（１）紀要発行のための基本方針に関する事項
　（２）紀要の投稿、原稿依頼、執筆に関する事項
　（３）紀要の編集に関する事項
　（４）査読方法及び査読委員の推薦、投稿論文の審査に関する事項
　（５）その他、前各号に付随する業務
（委員会の構成）
第３条　本委員会は、委員長、編集担当委員、委員で構成される。
２　委員は運営委員会委員があたる。
３　委員長はセンター長があたる。
４　編集担当委員は委員の互選により1名を選任する。
５　本委員会を欠席する場合は、出席する委員に委任することができる。
（任期）
第４条　委員長、編集担当委員、委員の任期は1年とする。但し、再任を妨げない。
（紀要の発行）
第５条　紀要の発行は、年1回以上とする。
　２　紀要の投稿・執筆、審査（査読）に関する規定・要領については別に定める。
（掲載対象）
第６条　紀要の掲載対象は、「特別論文」（依頼論文）「投稿論文」（査読あり）、実践報告、調査報告、資料情報とし、
本委員会が掲載の可否を決定する。
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　２　特別論文とは、本委員会が指名し依頼する研究者・実践者が執筆する論文をいう。
　３　投稿論文とは、別に定める「紀要投稿規定」に基づき投稿され、査読者による査読を経て、本委員会が審査
し掲載を認めた論文をいう。
　４　実践報告、調査報告、資料情報は、センターが関与したプロジェクト等の実践、調査、資料情報の概要をと
りまとめたものをいう。
　
（査読委員の委嘱）
第７条　「投稿論文」の審査のため、査読委員をおく。
２　査読委員の選任については、本委員会が学内教員（非常勤講師を除く）の中から１名以上の査読委員を推薦し、
編集委員長が委嘱する。
３　査読委員の任期は1年とする。
４　査読委員は、本委員会の依頼に基づき編集担当委員と共に投稿論文を審査し、その結果を本委員会に報告する。
５　本委員会は審査報告に基づいて投稿論文の採否、修正指示等の措置を決定し、執筆者への修正指示等は編集担
当委員及び査読委員が行う。
（疑義・不服への対応）
第８条　本委員会は、投稿者から査読内容もしくは採否決定に関して疑義・不服が申立てられた場合には、速やか
に対応し申立者に回答する、なお、回答に疑義・不服がある場合は運営委会に申立てることができる旨を付記
する。
（責務）　
第９条　本委員会委員および査読委員は、公正な審査・判断に努めなければならない。
２　論文の査読・審査委で知り得た情報などに関する守秘義務を負うとともに、投稿者の論文が剽窃に該当される
と思料される場合、第三者の著作権を侵害すると思料される場合、または二重投稿に該当すると思料される場合等、
投稿者が研究倫理に違反していると判断される場合には、本委員会にその旨を報告しなければならない。
（事務）
第10条　本委員会の事務は、センター事務局が担当する。
（規定の変更）
第11条　本規定を変更する場合は、運営委員会の議決を経なければならない。
附則
　本規定は、2015年4月1から施行する。
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編集後記
◆編集後記◆
今年度も紀要「福祉社会開発研究」（第10号）をお届けいたします。
本センターは、平成25年度から文部科学省「私立大学戦略的研究基盤形成支援事業」の採択を受け、5ヵ年にわ
たる研究活動を展開してきましたが、今年度で最終年となり、これまでの研究に一区切りをつけることになりました。
「高齢ユニット」「障害ユニット」「子どもユニット」「理論・歴史グループ」では、この間の研究実績を踏まえながら、
各ユニット・グループ間で研究方法・研究内容等の評価と課題を検証し合い、総合的研究の総括に着手し、研究成
果を本にまとめるというプロジェクトに取り組んできました。その他にも、センター全体の研究成果報告書をはじ
めとして、各ユニット・グループが研究成果報告の作成に追われる日々でした。
そんな中、研究者個々人が時間との闘いの中で、日ごろの研究成果をもとに論文作成に取り組んできました。今回、
残念ながら、査読付き論文の応募はありませんでしたが、例年どおり、こうして研究紀要をお届けすることができ
ました。
皆さまには是非ご一読いただき、忌憚のないご意見をお寄せいただきますようお願いいたします。
　
最後になりましたが、本研究センターの研究活動にご協力いただいた多くの方々に、心より感謝申し上げますと
共に、今後とも、一層のご指導・ご鞭撻をよろしくお願い申し上げます。
なお、本誌はISSN(2189－910X)に登録しておりますことを申し添えます。
2018年3月
子どもユニット　ユニット長　　　　森田　明美
高齢ユニット　　ユニット長　　　　加山　弾　
障害ユニット　　ユニット長　　　　高山　直樹
理論・歴史グループ　グループ長　　秋元　美世
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